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定期監査（行政監査含む）報告書 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の対象 

次の部局等において、平成３０年度に執行された事務事業等を監査の対象とした。 

 

   【 総 務 部 】人権啓発課、財政課、契約検査課 

【 企 画 部 】情報統計課、まちづくり観光課 

【市民環境部】債権管理課、衛生環境課 

【健康福祉部】社会福祉課、子育て支援課、保育園課 

【 経 済 部 】農政課、農林水産課、商工振興課 

【 土 木 部 】上下水道課 

【その他部局】議会事務局 

【 教 育 部 】小中学校（青海小、松合小、豊福小、小野部田小、小川小、三角中）、 

生涯学習課、文化課、スポーツ振興課、中央図書館 

【小川支所】総合窓口課、経済課、建設課 

 

 ２ 監査委員の除斥 

議会事務局(政務活動費事務)の監査にあたっては、地方自治法第１９９条の２の規定に基づき、

議会選出の委員である園田幸雄委員を除斥とした。 

 

３ 監査の実施期間 

令和元年１０月３日から令和元年１２月１９日まで 

 

４ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行が適正かつ効率的であるか、経営に係る事業の管理が合理的かつ効率 

的であるか、事務の執行が合理的、効率的かつ法令の定めるところに従って適正に行われている 

か、また、リスクの顕在化を防止するための内部統制が適正に整備・運用されているか、以上を監

査の着眼点とした。 

 

５ 監査の手続 

監査の実施にあたっては、あらかじめ選定した事務事業について対象課に書類の提出及びリス 

クマネジメントの観点等からの説明を求め、前項の着眼点に沿って検証等を行った。また、必要に

応じて現地調査を実施した。 

学校事務については、支出に関する書類及び備品の管理状況を確認した。 
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第２ 監査の結果 

監査の結果、事務事業の執行については、概ね適正であり合理的かつ効率的に管理運営が行われ

ていると認めた。 

しかしながら、一部の事務について管理運営の実態から是正や改善等の必要があると認めるもの

があった。起案伺いについて決裁日・発送日の漏れ、文書収受において受付印の漏れ及びチェック

不足が各課共通して多く、工事関係書類について不適切な処理等も見受けられたため、改善され適

正に事務処理されたい。また、市債の申請、借入及び返済等の手続きについて、各課においては所

管課と連携強化され適切な財源確保に努められたい。 

なお、各課の監査結果は以下のとおりであり、是正や改善等が必要と認める事項については、宇

城市監査基準第２０条第２項の規定に基づき「指摘事項」、「改善を要するもの」及び「その他の意

見」に区分し記載している。 
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１ 総務部人権啓発課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【人権啓発係】 人権擁護委員、人権啓発の推進、人権及び同和施策に関すること等。 

   【男女共生係】 男女共同参画推進に係る調査及び研究、啓発事業に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

人権啓発係 

人権擁護委員に関する事務 
有効性・効率性 

信頼性・公平性 

人権啓発事業 有効性・効率性 

豊野町コミュ二ティーセンターにおける人権啓発・

施設管理業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

男女共生係 男女共同参画推進事業 有効性・効率性 

 

（３）事務事業の主な実績 

＊人権啓発、男女共同参画推進 

内容 実績 

○企業・各種団体を対象とした人権研修会の開催 （受講者）延べ９９２人 

○人権健康環境（宇城市総合）カレンダーの配布 ２５,０００部作成、全戸配布 

○豊野町コミュ二ティーセンターにおける 

人権・同和問題学習会の開催 
（受講者）延べ７５９人 

○パートナーシップ・セミナーの開催 ５回 

○女性人材リスト登録者 ３０人（平成３１年３月末） 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの 

○男女共同参画推進事業について（有効性・効率性） 

・各種審議会・委員会等への女性委員登用状況調査後の取り組みが分からなかった。事業推

進を図るためには、調査結果を踏まえた新たな取り組みを明らかに示すことが適切であ 

る。今後は明示され男女共同参画推進を強化されたい。 
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２ 総務部財政課 

（１）所管事務 

   1 係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【財政係】 予算の編成及び配当、地方交付税、財政計画、市債及び運用金、財政事情の公表

に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

財政係 

財政状況調査及び財政事情の公表事務 信頼性・公平性 

法令遵守 地方交付税基礎数値調査報告及び算定事務 

市債申請・借入・返済及び市債台帳管理事務 
経済性       

有効性・効率性 

市民病院事業会計繰出金（補助金等） 経済性、法令遵守 

決算統計及び地方公会計（固定資産台帳管理含む）

事務 

有効性・効率性 

法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

   ＊財政状況調査及び財政事情の公表、市債の申請・借入及び返済等 

内容 実績 

○「財政状況」の公表 年２回（５月、１１月） 

○「健全化判断比率」及び｢財政諸表｣の公表 各１回 

○平成３０年度における市債等返済額 
（元金）３,７１０,４９０千円 

（利子）  ２０７,６７８千円 

○平成３０年度における地方債借入額 ５,３０３,０００千円 

 

（４）監査の結果  

 ■その他の意見 

〇市債の申請、借入及び返済等の業務について（経済性、有効性・効率性） 

・予定していた起債借り入れが出来なかった事例もあるとのことである。市債の申請、借入

及び返済等に関する業務は財政運営に大きな影響をもたらすと考えられるため、引き続 

き各担当課との連携を強化するとともに課内において業務の問題点、課題点、及び対策等

の情報共有に努められ、適切な財源確保及び財政運営の向上を図られたい。 
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３ 総務部契約検査課 

（１）所管事務  

２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【契約管理係】 建設工事参加資格申請、入札及び契約、公用車の集中管理に関すること等。 

【監理検査係】 設計書及び建設工事等の検査、物品検収、建設技術等の向上に関すること  

等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

契約管理係 

宇城市競争入札参加資格審査申請に関する事務 信頼性・公平性 

法令遵守 入札及び契約に関する事務 

物品に関する事務 有効性・効率性 

資産の保全 公用車の集中管理に関する事務 

   

（３）事務事業の主な実績 

  ＊競争入札、公用車の集中管理 

内容 実績 

○指名競争入札参加資格審査申請書の受理 ２,１１６件 

○指名競争入札参加資格審査申請書変更届

の受理 

３１３件 

○建設工事、設計等の競争入札 

（一般、指名） 

３３８件 

（うち電子入札２３４件） 

○全公用車の使用状況確認 １２回 

 

 ＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○平成３０年度契約管理システム機能改修 

（物品電子入札連携）業務 

平成３０年５月１日       

～平成３１年３月２９日 

 

（４）監査の結果  

 ■その他の意見 

○公用車の集中管理について（有効性・効率性） 

・公用車での事故が発生しているとのことであった。安全点検、安全運転及び事故報告等事

故後の対応について職員への周知・指導を徹底され、リスクの未然防止を図られたい。 
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４ 企画部情報統計課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【情報政策係】 情報政策に係る計画策定及び推進、情報システムの保守及び開発、情報 

セキュリティ対策に関すること等。 

   【 統 計 係 】 行政資料の収集及び調査、計数資料の管理、統計書等の編集及び発行に 

関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

情報政策係 

情報系システム及びネットワーク運用管理業務 有効性・効率性、法令遵守 

電子自治体推進業務 
有効性・効率性 

校務システム更新運用事業 

情報セキュリティ等対策業務 有効性・効率性、法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

  ＊情報セキュリティ等対策 

内容 実績 

○セキュリティ対策をとったパソコン １,１５０台 

   

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○旧小川支所解体に伴う電算設備移転業務 平成３０年５月２１日 

～平成３０年６月２５日 

○戸籍システム新元号制定対応改修業務 平成３０年１０月４日 

～平成３１年３月３１日 

○平成３０年度マイナンバーカード等の記載

事項に係る住民基本台帳システム改修業務 

平成３０年１１月１日 

～平成３１年３月３１日 

○総合行政システム元号の変更に伴うシステム

（戸籍、コンビニ交付）データ連携対応業務 

平成３１年１月４日 

～平成３１年３月３１日 

 

（４）監査の結果 

  ■改善を要するもの 

○情報セキュリティ等対策について（法令遵守） 

・情報セキュリティ対策の方針及び基準（宇城市情報セキュリティポリシー）は定められて

いるが職員全体には浸透していないようである。パソコン等システム処理では パスワー

ドや各種メッセージ等により情報保護に係るチェックが可能とのことだが、印刷物や記録

媒体等は人的管理に依存すると考えられる。人為的ミスによる情報漏えいリスク低減のた

め、全職員に対してセキュリティ研修を定期的に実施されたい。 
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５ 企画部まちづくり観光課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【まちづくり推進係】 移住定住、地域コミュニティ、花のまちづくり推進に関すること等。 

【 観 光 推 進 係 】 観光振興、観光施設の整備及び管理、世界遺産に係る企画調整に関 

           すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

まちづくり 

推進係 

地域づくり活動支援事業 
有効性・効率性 

信頼性・公平性 

花のまちづくり運動・花苗配布・管理花壇促進業務 
有効性・効率性 

空き家問題対策業務 

地域の地方創生事業 
有効性・効率性 

法令遵守 

観光推進係 

道の駅維持管理に関する業務 
有効性・効率性 

資産の保全 

三角西港の企画運営管理業務 
有効性・効率性 

観光地域おこし協力隊運営業務 

地方創生推進交付金事業（観光戦略） 
有効性・効率性 

法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

  ＊地域づくり活動支援、花のまちづくり運動、空き家問題対策 

内容 実績 

○コミュニティ助成事業（宝くじ事業） 

（採 択）１件 

（助成額）２,５００千円 

※（一財）自治総合センター全額助成 

○宇城市まちのむらづくり応援団補助事業 
（採 択）１０件 

（補助額）２,７１２千円 

○熊本県地域づくり夢チャレンジ推進事業 

（採 択）３件  

（補助額）７,２７５千円 

※県直接補助 

○管理花壇への花苗配布 
(夏季)１５６団体へ配布 

(秋季)１６２団体へ配布 

○空き家問題相談会の実施 １３回 

○空き家相談の件数 ９０件 

○空き家特別措置法第１２条に基づく 

空き屋の適正管理依頼通知 
４９件 
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＊委託契約 

委託業務 委託期間 

○管理花壇花苗等配布業務 

（夏苗） 

平成３０年５月２４日     

～平成３０年６月３０日 

（秋苗） 

平成３０年１１月７日     

～平成３０年１１月３０日 

○道の駅不知火管理業務 
平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

○道の駅うき管理業務 
平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

○｢宇城市版ＤＭＯ｣設立に向けた観光マー

ケティング導入支援業務 

平成３０年６月２２日     

～平成３１年３月１５日 

○古民家を活用したまちづくり事業業務 
平成３０年９月１１日     

～平成３１年３月２２日 

○宇城市観光振興戦略策定業務 
平成３０年１２月１４日    

～平成３１年３月２７日 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの   

   ○熊本県地域づくり夢チャレンジ推進事業について（有効性・効率性、信頼性・公平性） 

・県が推進している本事業の募集期間はわずか２週間と短いため、市民への幅広い周知が

できていないとのことであった。しかし、周知不足は公平性を欠くため、より効果的な

周知方法を検討され地域の活性化に繋げられたい。 

 

■その他の意見 

○空き家問題対策について（有効性・効率性） 

・空き家増加の問題は本市における喫緊の課題である。移住・定住促進及び本市活性化に繋

げるため、空き家等実態調査結果の検証等を十分行われ空き家の有効活用を図られたい。   
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６ 市民環境部債権管理課 

（１）所管事務 

３係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【債権管理係】 市の債権（市税及び国民健康保険税並びに所管課から移管されたものに限

る。）の収納、市の債権（市税及び国民健康保険税に限る。）の過誤納金の還

付及び充当に関すること等。 

【徴収対策係】 市の債権（市税及び国民健康保険税並びに所管課から移管されたものに限

る。）の徴収、滞納整理、処分及び執行停止に関すること等。  

【民事債権係】 市の債権を所管する課が行う市の債権の回収事務に係る総括管理、市の債権 

(所管課から移管されたものに限る。)に係る民事訴訟の提起等に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

債権管理係 市税・国民健康保険税の収納に関する事務 有効性・効率性、法令遵守 

徴収対策係 

市税及び国民健康保険税の滞納整理及び処分に関す

る事務 

有効性・効率性 

信頼性・公平性 

法令遵守 

預貯金・生命保険調査及び管理に関する事務 有効性・効率性、法令遵守 

民事債権係 債権の適正管理の指導業務 法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

 ＊市税及び国民健康保険税の滞納整理・処分、債権の適正管理の指導 

内容 実績 

○滞納処分（預貯金、給与等の差押え）の件数 ７４７件 

○滞納者の預貯金・生命保険の調査件数 ２０,２４５件 

○所管課に対し債権の適正管理を指導した結果、滞納者納付

誓約や分納開始となった件数 
５０件 

   

  ＊収納率 

区分 平成２９年度 平成３０年度 

市税等 ９５.８％ ９６.６％ 

国民健康保険税 ８１.５％ ８２.０％ 

 

（４）監査の結果 

  ■指摘事項 

 ○債権管理マニュアルについて（法令遵守） 

    ・債権管理マニュアルでは「徴収計画については毎年度策定し、６月末までに債権管理委員

会の承認を得なければならない」とされている。しかし、債権管理委員会は設置されてい

ないとのことであった。今後委員会の必要性の有無も検討し、実務とマニュアルの整合性

を取られ適正な債権管理に努められたい。 
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７ 市民環境部衛生環境課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【衛生環境係】 公害（騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質汚濁等）、墓地、動物愛護に関 

すること等。 

   【廃棄物対策係】 廃棄物の処理及び清掃に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

衛生環境係 

地下水・河川の水質保全に関する事務 
有効性・効率性 

法令遵守 

復興基金共同墓地復旧支援事業に関する事務 
信頼性・公平性 

法令遵守 

廃棄物対策係 

一般廃棄物処理に関する業務 

経済性       

有効性・効率性 

法令遵守 

不法投棄対策に関する業務 有効性・効率性 

法令遵守 分別収集事業に関する業務 

宇城広域連合及び熊本連携中枢都市圏に関する業務 有効性・効率性 

  

（３）事務事業の主な実績 

  ＊分別収集事業 

内容 実績 

○家庭から出された分別ごみの量 １,３６７ｔ（市内） 

○各地区におけるごみ分別収集 
２０１箇所   

※２２品目に分別 

○資源ごみリサイクル還元金 ５,１２１千円 

 

  ＊業務委託 

委託業務 委託期間 実績 

○地下水・河川水水質検査

業務 

平成３０年１０月１日 

～平成３１年２月２８日 

（地下水）６８箇所 

（河川水）３０河川４１箇所 

○一般廃棄物の収集及び 

処理業務（可燃ごみ、粗大

ごみ及び分別ごみ）    

平成３０年４月１日 

～令和３年３月３１日 

 ※３年契約 

・１６事業につき８事業所に

業務委託 

○環境保全パトロール業務 
平成３０年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

・２１７回実施 

・３２６件の不法投棄発見 
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（４）監査の結果 

■指摘事項 

○一般廃棄物処理業務委託について（経済性、法令遵守） 

   ・業務委託施行伺い（平成３０年度～３２年度）に添付されていた方針（平成２７年度策定）

では「平成２８年度中に委託料について、現在の設計の経済性の妥当性を他自治体と比較

検討等も行い検討する」と定められていた。しかし、その後委託料の妥当性について検討

されていなかった。次回の環境審議会において本課題について協議され業務改善を図ら 

れたい。 

 

 ■その他の意見 

○分別収集事業について（有効性・効率性） 

   ・分別収集がスムーズに出来ていない地区があるとのことであった。各地区における資源ご

み・不燃ごみの分別収集作業を適切かつ円滑に実施するため、環境対策委員の研修会の内

容充実、知識及び意識の更なる向上を図られたい。 
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８ 健康福祉部社会福祉課 

（１）所管事務 

    ３係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【地域福祉係】 社会福祉協議会、民生委員及び児童委員、災害援助、生活困窮者の支援に 

関すること等。 

   【障がい福祉係】 身体障害者福祉、知的障害者福祉、特別障害者手当等の支給に関すること 

等。 

   【生活保護係】 生活保護、児童福祉、母子寡婦福祉、女性の保護及び更生、ＤＶに関する

こと等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

地域福祉係 

社会福祉協議会補助事業 
有効性・効率性 

法令遵守 

宇城市遺族連合会補助事業 
信頼性・公平性   

法令遵守 

生活困窮者自立支援に関する業務 
有効性・効率性 

信頼性・公平性   

法令遵守 

熊本地震による住まい再建支援事務に関する業務 

熊本地震による応急仮設住宅入居者供与期間延長、 

生活再建支援に関する業務 

熊本地震による弔慰金事務に関する事業 信頼性・公平性 

法令遵守 災害救助費関係業務 

支え合いセンター運営事務に関する業務 
有効性・効率性   

法令遵守 

障がい福祉係 

障害福祉サービス業務 
有効性・効率性 

法令遵守 

自立支援医療（更生医療・育成医療）に関する業務 

信頼性・公平性    

法令遵守 

特別障害者手当等の支給に関する業務 

重度心身障がい者医療費助成事業 

障害児通所給付費等に関する業務 

補装具給付事業 

地域生活支援事業 有効性・効率性 

生活保護係 生活保護扶助費支給業務 
信頼性・公平性 

法令遵守 
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（３）事務事業の主な実績 

  ＊障害福祉サービス、自立支援医療費・重度心身障がい者医療費助成、生活保護扶助費 

内容 実績 

○障害福祉サービス申請書の受付 ５２９件 

○更生医療、育成医療申請書の受付 
（更生医療）２８８件 

（育成医療） ２２件 

○重度心身障がい者医療費助成 
（件 数）延べ１４,８３０件 

（助成額）１０９,２２６千円 

○生活保護扶助費支給 
（受給者） 延べ５,０８５人 

（支給額）７２５,９２３千円 

 

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○生活困窮者自立支援事業共助の基盤づくり

事業 

平成３０年４月１日     

～平成３１年３月３１日 

○地域支え合いセンター事業 
平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

○宇城地域療育センター事業 
平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

○障がい児タイムケアサービス（放課後等） 

事業 

平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

 

（４）監査の結果 

  ■指摘事項等 なし 
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９ 健康福祉部子育て支援課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【 子 育 て 支 援 係 】 児童手当、児童扶養手当、ひとり親家庭医療費に関すること等。 

   【児童福祉センター係】 児童福祉、家庭児童相談、児童虐待防止に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

子育て支援係 

放課後児童健全育成事業 有効性・効率性 

信頼性、法令遵守 地域子育て支援拠点事業 

児童手当費事業 

信頼性・公平性 

法令遵守 

児童扶養手当費事業 

ひとり親家庭等医療費助成事業 

ひとり親家庭等日常生活支援事業 

ひとり親家庭自立支援給付費事業 

こども医療費助成事業 

 

児童福祉 

センター係 

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 信頼性・公平性 

養育支援訪問事業 
有効性・効率性 

信頼性・公平性 

親育ち支援事業「ＮＰプログラム」 
有効性・効率性 

親子ふれあい支援事業「親子あそびの教室」 

 

（３）事務事業の主な実績 

  ＊児童手当費・児童扶養手当費、ひとり親家庭等医療費・こども医療費助成、乳児家庭全戸訪問、 

養育支援訪問 

内容 実績 

○児童手当費支給 （対象者）延べ８０,９３３人 

（支給額）９４１,３３０千円 

○児童扶養手当費支給 （対象者） 延べ１,７２０人 

（支給額）２７３,３３０千円 

○ひとり親家庭等医療費助成 （対象者） 延べ１,０３３人 

（助成額） １０,００６千円 

○こども医療費助成 （対象者）延べ４５,９０１人 

（助成額）１５２,３９０千円 

○母子保健推進員及び保健師による 

乳児家庭訪問件数 
４４２件 

○子育て支援コーディネーターによる 

養育支援家庭訪問件数 
１７１件 
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＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○放課後児童健全育成事業 

    ※委託事業所 １３件 

平成３０年４月１日     

～平成３１年３月３１日 

○宇城市地域子育て支援拠点事業 

    ※委託事業所  ６件 

平成３０年４月１日      

～平成３１年３月３１日 

 

＊工事 

工事名 工期 完了検査日 

○青海学童保育所整備工事 
平成３０年１１月５日 

～平成３１年３月１３日 
平成３１年３月１４日 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの 

○地域子育て支援拠点事業について（有効性・効率性） 

  ・担当者研修会のレジュメしかなくその実施状況が確認出来なかった。事業を改善するには

研修内容・意見等を集約した資料を残すことが適切である。今後は資料を残され活用され

たい。 

 

■その他の意見     

  ○放課後児童健全育成事業業務委託について（法令遵守）   

・一部の契約書に受託者の安全管理体制が確認できる書類が添付されていなかった。契約

書第５条で「受託者は、常に児童の安全管理等につき細心の注意を払い、事故の防止や

災害発生時の避難方法についても十分配慮するものとする」と、受託者の児童に対する

安全管理の姿勢について規定されている。安全管理体制は本事業委託をするうえで特に

重要な要件であるため、確認できる書類を添付するよう指導されたい。 
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１０ 健康福祉部保育園課 

（１）所管事務 

   １係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【保育園係】 保育の実施、市立保育所の管理運営、私立保育園の指導に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

保育園係 

子ども・子育て支援事業 
有効性・効率性 

法令遵守 
特定教育・保育施設等に関する給付費関係業務 

障がい児保育に関する補助事業 

青海保育園 

戸馳保育園 

大岳保育園 

豊野保育園 

特別保育業務 有効性・効率性 

信頼性・公平性 保育業務 

保育園管理運営業務 
有効性・効率性 

資産の保全 

 

（３）事務事業の主な実績 

  ＊子ども・子育て支援、特定教育・保育施設等給付費、障がい児保育、保育園管理 

内容 実績 

○延長保育促進事業補助 

※市内保育園及び認定こども園等に 

おける延長保育の実施に対する補助 

（対 象 園 数）１６園 

（対象児童数）延べ１４,０００人 

（補 助 額)   １４,５３７千円 

   ※負担：国、県及び市が各１／３ 

○施設型給付費負担 

※子どもの教育・保育給付費負担金 

（対 象 園 数）３６園 

（対象児童数） 延べ２,１１８人 

（給 付 額)２,１１２,２０２千円 

※負担：国１／２、県及び市１／４ 

○障害児保育事業補助 

※市内保育園及び認定こども園等に 

おける障がい児保育実施に対する補助 

（対 象 園 数）１９園 

（対象児童数）   延べ６２０人 

（補 助 額）  ２３,８６２千円 

○保育施設の安全点検実施 各園１２回(青海・戸馳・大岳・豊野) 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの 

   ○保育施設の安全点検について（有効性・効率性、資産の保全） 

    ・施設安全点検簿について、各保育園で異なる様式が用いられていた。また、点検結果の書

き方も異なっていた。今後点検項目・基準の明確化等、安全点検のあり方について検討さ

れ園児に対する安全管理体制の強化を図られたい。 
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１１ 経済部農政課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【 農 政 係 】 農業振興地域の整備、農業制度資金、農業経営の合理化及び農業者の生活改

善に関すること等。 

【農業経営係】 水田農業構造改革、農産物の加工及び消費拡大、有害鳥獣被害対策に関する

こと等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

農政係 

荒廃農地等利活用促進交付金・耕作放棄地解消事業 
有効性・効率性 

法令遵守 
中山間地域等直接支払交付金事業 

農業次世代人材投資事業 

農業経営係 

有害鳥獣駆除業務 有効性・効率性 

国・県補助事業 
有効性・効率性 

法令遵守 
水田産地化総合推進事業 

経営体育成支援事業（被災者向け繰越を含む） 

    

（３）事務事業の主な実績 

  ＊中山間地域等直接支払交付金、経営体育成支援 

内容 実績 

○中山間地域等直接払制度

事業 

（協定集落数及び参加者） ３６集落、６０７人  

（取組面積）      約５９５ha 

（交 付 額）    ６０,８４６千円 

 ※うち国及び県負担４３,９６２千円 

○被災農業者向け経営体

育成支援事業補助 

（震災分） 

◇平成２９年度申請分 

・（対象件数及び補助額）２２件、１８９,５４４千円 

        ※うち国及び県負担１４６,９９８千円 

◇平成２８年度申請分 

・（対象件数及び補助額）５０件、２５０,６１５千円 

       ※うち国及び県負担１９４,９２５千円 

  

＊業務委託 

委託業務 委託期間 実績 

○平成３０年度有害鳥獣捕獲

業務 

平成３０年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

イノシシ１,７１５頭、

シカ    ３１０頭 
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（４）監査の結果 

 ■その他の意見 

○農業次世代人材投資事業について（有効性・効率性） 

   ・各経営体から提出されている作業日誌から農業に対する各々の姿勢・取り組みに温度差が

あることを確認した。農業情報共有を強化し本市における農業の発展及び担い手確保を 

図るため、年２回の報告会を有効活用されたい。 

 

 

１２ 経済部農林水産課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【管理係】  土地改良区、排水機場維持管理、漁港施設の管理に関すること等。    

【建設係】 農業用施設の維持補修、農林業施設等の災害復旧事業、治山治水に関すること  

等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

管理係 

漁港施設等の管理業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

農業用施設維持管理業務 

漁港施設等改良事業（国庫補助） 

排水機場維持管理業務 

多面的機能支払交付金事業 有効性・効率性 

法令遵守 ため池ハザードマップ作成業務 

建設係 

農道整備事業 
有効性・効率性 

用排水整備事業 

農地等災害復旧事業 有効性・効率性 

法令遵守 農地等災害復旧事業（繰越） 

 

（３）事務事業の主な実績 

 ＊農業用施設維持管理、多面的機能支払交付金 

内容 実績 

○土地改良施設の修繕 

・排水機場   １９箇所（修繕費６,７９２千円） 

・用水、ため池等１５箇所（修繕費５,５１９千円） 

・農道関係    ６箇所（修繕費１,６６１千円） 

○多面的機能支払交付金事業 

（対象地区数）５２地区 

（交 付 額）１７５,２６１千円 

※負担：国１／２、県及び市１／４ 
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＊業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

（４）監査の結果 

  ■指摘事項等 なし 

 

 

１３ 経済部商工振興課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【商工物産係】 消費者行政、第３セクター、商工業振興及び物産振興関連イベント等に 

関すること等 

    【しごと創生係】 しごと創生及び雇用創出、企業誘致に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

商工物産係 

指定管理（第３セクター運営）に関する業務 
有効性・効率性 

資産の保全 

宇城市商工振興事業及び連携業務 有効性・効率性 

法令遵守 ふるさと祭り等実行委員会補助金・事務局業務 

住宅リフォーム助成事業 
信頼性・公平性 

法令遵守 

しごと創生係 

企業誘致対策業務 
有効性・効率性 

法令遵守 

雇用対策業務 
有効性・効率性 

ＩＴ人材育成・ＩＴ企業誘致 

創業・起業家支援 有効性・効率性 

信頼性・公平性 企業コラボ 

ビジネスサポートセンター運営業務 
有効性・効率性 

資産の保全 

 

委託業務 委託期間 

○排水機場維持管理業務 

  ※１３機場 

平成３０年４月１日    

～平成３１年３月３１日 

○宇城市ため池ハザードマップ作成業務 
平成３０年１０月９日 

～平成３１年３月２２日 
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（３）事務事業の主な実績 

   ＊住宅リフォーム助成、企業誘致対策、雇用対策 

内容 実績 

○住宅リフォーム助成 

※負担：国４５％、市５５％ 

・平成３０年度申請 ３０件 

・平成３０年度助成額 

４,０８５千円(商品券) 

○誘致企業との立地協定締結 増設２件 

○企業等と連携した宇城市経営塾開催 （受講者）延べ１３５人 

    

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○宇城市企業誘致支援業務 
平成３０年４月２４日 

～平成３１年３月２９日 

○宇城市学生発ベンチャー創出支援及び

企業誘致ブランディング事業 

平成３０年７月３日     

～平成３１年３月２２日 

 

  ＊工事 

工事名 工期 完了検査日 

○宇城市農林水産物直売交流

施設多目的棟増築工事 

  ※平成２９年度繰越分 

平成３０年３月１９日    

～平成３０年８月７日 
平成３０年８月８日 

○アグリパーク豊野駐車場

整備工事 

平成３０年９月３日 

～平成３１年１月２５日 
平成３１年１月１０日 

○宇城市ビジネスサポート

センター外構整備工事 

平成３０年６月１８日 

～平成３０年９月２１日 
平成３０年１０月１日 

 

（４）監査の結果 

 ■指摘事項 

○住宅リフォーム助成事業について（法令遵守） 

・助成決定者から取り下げ申し出があったが、中止届が提出されていなかった。住宅リフォ

ーム助成事業実施要綱第１２条で「助成決定者は、助成の決定があった住宅リフォームを

中止しようとする場合は、速やかに宇城市住宅リフォーム助成事業中止届を市長に提出 

しなければならない」と定めてある。今後は要綱に準拠するよう指導され適正に事務処理

されたい。 

 

■その他の意見 

○企業誘致対策について（有効性・効率性） 

・企業誘致に努めてはいるものの紹介できる物件（土地・建物）が少ないとのことであっ

た。産業振興及び雇用機会の拡大を図るため、今後物件の情報収集及び本市アピールに

努める等、企業立地へ向けた取り組みを強化されたい。 
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１４ 土木部上下水道課 

（１）所管事務 

   ４係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【水道庶務係】 水道料金の賦課徴収、債権管理、使用水量の点検及び検針に関すること等。 

   【水道施設係】 水道施設の維持管理、修繕に関すること等。 

【下水道庶務係】 公共下水道、農業集落排水使用料及び手数料の賦課徴収金、公共下水道受 

益者負担金及び農業集落排水事業分担金の賦課徴収に関すること等。 

【下水道施設係】 公共下水道及び農業集落排水処理施設に係る計画、設計、施工及び監督、

合併浄化槽の設置及び補助に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

水道庶務係 滞納整理（上水・簡水）事務 
有効性・効率性 

法令遵守 

水道施設係 

水道施設新設・改良事務 有効性・効率性 

法令遵守 受託工事業務 

水道施設維持管理業務 
有効性・効率性 

資産の保全 

下水道庶務係 

公共下水道受益者負担金及び農業集落排水事業分担

金の賦課徴収業務 有効性・公平性 

法令遵守 公共下水道、農業集落排水使用料及び手数料の賦課徴

収業務 

下水道施設係 

公共下水道処理場等維持管理業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

下水道施設建設改良事業 

農業集落施設等維持管理業務 

下水道施設建設改良事業（繰越） 

公共下水道接続工事に伴う助成金事務 信頼性・公平性   

法令遵守 合併浄化槽設置補助金交付事業 
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（３）事務事業の主な実績 

  ＊水道施設改良、下水道施設整備、合併浄化槽設置補助 

内容 実績 

○水道配水管拡張・改良等工事 

（工 事 件 数） １３件 

（配水管延長）８６１ｍ 

  ※三角地区 ２９７ｍ、松橋地区 ３８０ｍ、 

小川地区 １８４ｍ 

○下水道処理管渠施設整備 

 ※平成３１年３月３１日現在 

（整備済面積）    ９２３.９㏊ 

（計 画 面 積）   １２８８.５㏊ 

※松橋、不知火地区 ９４１㏊ 

   小川地区     ３４７.５㏊ 

（整 備 率）     ７１.７％ 

○合併浄化槽設置補助 

（対象基数）    １０１基 

（補 助 額）    ４２,３５６千円 

 ※うち国、県負担 ２８,５３１千円 

 

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○宇城市水道台帳システム更新業務（上水道） 
平成３０年５月２５日  

～平成３１年１月３１日 

○宇城市水道施設管理業務委託 

平成２８年４月１日  

～平成３１年３月３１日 

 ※３年契約 

○水道施設電気計装設備保守点検業務 

（三角・松橋・小川地区） 

平成３０年６月１日    

～平成３１年２月２８日 

○松橋不知火公共下水処理場等維持管理運転

業務 

平成２９年４月１日    

～令和２年３月３１日 

 ※３年契約 

○宇城市下水道管理システム施設データ更新

業務 

平成３０年９月１８日   

～平成３１年３月２２日 

 

（４）監査の結果 

 ■改善を要するもの 

○公共下水処理場等維持管理について（有効性・効率性、資産の保全） 

・業務受託者の管理日報等に誤字や印刷ミスがあったが、そのまま受付・供覧されていた。

管理日報等については、施設の稼働・管理状況等を確認する重要な報告書である。チェ

ック（書類の確認）機能の低下はリスク（不正・事故等の可能性）へ繫がるため、チェ

ック体制の強化及び確認意識の向上を図られ施設の適正な維持管理に努められたい。 
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１５ 議会事務局  

（１）所管事務 

   １係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【議事係】 議員の身分及び資格、議長会、本会議、常任委員会及び特別委員会の運営及び調

査研究、議会運営委員会に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

議事係 政務活動費事務 法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

内容 実績 

○政務活動費の交付 
（対象者）議員２２人   ※６会派 

（交付額）４,８８７千円 

 

（４）監査の結果 

  ■改善を要するもの 

○政務活動費収支報告書について（法令遵守） 

・収支報告書に添付してある領収書には原本や写しがあり、各会派で取扱いが異なっていた。

また、添付すべき書類について条例・マニュアル（政務活動費に関する申し合わせ事項）

間で整合性が取れていなかった。今後条例・マニュアル等に沿って適切に事務処理された

い。 

 

 

１６ 小中学校 

（１）所管事務 

各小中学校では、主に学校用務、学校図書、英会話指導、特別支援学級学習に関すること等が

行われている。 

 

（２）監査対象事務事業  

学校名 事務事業名 着眼点 

青海小学校 

①備品台帳 

②支出負担行為決議書（物品購入等施行伺、契約書、

請書含む） 

法令遵守 

資産の保全 

松合小学校 

豊福小学校 

小野部田小学校 

小川小学校 

三角中学校 
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（３）監査の結果 

■改善を要するもの 

○消火器及び体育器具管理について（資産の保全） 

・使用期限が切れた消火器等の保管は不適切である。火災時に児童の安全を確保するため早

急に取り替え等をされたい。また、老朽化した体育器具の使用は思わぬ事故を招く恐れが

あるため、今後老朽状況調査を行われ更新等を検討されたい。 

 

 

１７ 教育部生涯学習課 

（１）所管事務 

   ３係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【生涯学習係】 社会教育団体の育成指導、公民館事業の企画、立案及び指導に関すること等。

【人権教育係】 人権教育指導員、人権教育の指導及び助言、人権教育の研修に関すること等。

【公民館係】 公民館講座の開設及び運営、自治公民館、公民館の維持管理に関すること等。 

     

 

（２）監査対象事務事業 

課名 事務事業名 着眼点 

生涯学習係 

地域学校協働活動の推進事業 
有効性・効率性 

青少年育成事業 

宇城市地域婦人会活動補助金交付事務 
有効性・効率性 

法令遵守 

人権教育係 

人権教育啓発イベント（人権フェスタ）運営業務 

有効性・効率性 人権教育学習会（ふれ愛学習会）運営業務 

人権教育研修業務 

同和対策補助事業 
信頼性・公平性    

法令遵守 

公民館係 

公民館事業 有効性・効率性 

熊本地震に伴う宇城市自治公民館等整備費補助金交

付事務 

有効性・効率性 

信頼性・公平性    

法令遵守 

三角公民館（三角センター）管理運営業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

中央公民館管理運営業務 

小川公民館（小川総合文化センター）管理運営業務 

豊野公民館管理運営業務 
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（３）事務事業の主な実績 

  ＊青少年育成、人権教育、公民館事業 

内容 実績 

○宇城っ子のつどい実施 

（参加者）児童３８人 

ボランティアリ－ダー１５人 

（実施日）平成３０年８月２０日～２１日   

（場 所）国立諫早青少年自然の家 

○人権フェスタの開催 （参加者）延べ２,０１７人 

○人権教育学習会（ふれ愛学習会）

の開催 
（参加者）延べ１,６８０人 

○市内５公民館における各種講座

等の開催 
（受講者）延べ７,７９３人 

 

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○三角地区生涯学習センター解体実施設計

業務 

平成３０年１０月１５日  

～平成３０年１２月７日 

 

＊工事 

工事名 工期 完了検査日 

○水源地水中ポンプ補修工事 

 ※豊野公民館 

平成３０年１２月１０日    

～平成３０年１２月１８日 
平成３０年１２月２８日 

 

（４）監査の結果 

■その他の意見 

○地域学校協働活動推進事業について（有効性・効率性） 

    ・地域学校協働活動推進員の配置、地域未来塾及び放課後子ども教室の更なる推進・充実を

図るため、市教育委員会は率先して研修会を実施し他の教育機関との連携強化に努め、有

機的な繋がりを推進されたい。 
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１８ 教育部文化課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【 文 化 振 興 係 】 文化のまちづくりの推進、芸術文化団体、文化ホール、美術館に関す

ること等。 

【文化財世界遺産係】 文化財の調査、保存及び活用、郷土資料館、世界遺産事業に関するこ

と等。 

 

（２）監査対象事務事業 

課名 事務事業名 着眼点 

文化振興係 

文化協会事業費補助金事業 有効性・効率性 

法令遵守 伝統文化継承補助金事業 

不知火美術館施設収蔵品管理業務 資産の保全 

不知火美術館主催講座及び企画展業務 有効性・効率性 

不知火美術館管理運営業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

松橋総合育文化センター管理業務 

小川総合文化センター文化ホール管理業務 

松橋総合体育文化センター大規模改修工事 

文化財 

世界遺産係 

地域コミュニティ施設等再建支援事業 

有効性・効率性 

信頼性・公平性    

法令遵守 

指定文化財の管理業務 資産の保全 

公文書整理（アーカイブズ）業務 
有効性・効率性 

法令遵守 

埋蔵文化財発掘調査保存業務 
有効性・効率性 

資産の保全 
松合郷土資料館管理業務 

宇城市立郷土資料館管理業務 

世界遺産事務管理業務 資産の保全 
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（３）事務事業の主な実績 

  ＊伝統文化継承補助、不知火美術館企画展、地域コミュニティ施設再建支援、埋蔵文化財調査 

内容         実績 

○伝統芸能・無形文化財等の伝統文化 

継承補助 

（申請団体数）２１団体 

（補 助 額）１,１９３千円 

○不知火美術館企画展の開催 

（入 館 者）延べ４,６０５人 

◇マナブ間部展 

◇ザ・キャビンカンパニー絵本原画展 

◇坂本善三美術館コレクション 

◇国吉康雄と野田英夫展 

○地域コミュニティ施設再建支援事業

補助 

（対 象） １０件 

（補 助 額） １５,３７６千円 

※うち県負担 １２,８０４千円 

○市内埋蔵文化財の調査業務 確認調査２７箇所、発掘調査２箇所 

 

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○松橋総合体育文化センター指定管理

業務  

平成２９年４月１日    

～令和４年３月３１日 

  ※５年契約 

○小川総合文化センター文化ホール 

指定管理業務 

平成２９年４月１日     

～令和４年３月３１日 

  ※５年契約 

○旧三角西港海運倉庫耐震診断及び 

老朽度調査業務 

平成３０年９月３日    

～平成３１年３月１５日 

○松橋中学校武道館建設に伴う松橋 

大野貝塚発掘補助業務 

平成３０年４月２４日       

～平成３０年８月３１日 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの 

○公文書整理業務委託について（法令遵守） 

・受託者は本業務を行う際に個人情報に接すると考えられるが、業務委託仕様書に個人情報

の取扱いに関する事項が設けられていない。情報漏えいリスクを最小限とするため、個人

情報の取扱いについて明記されたい。 
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１９ 教育部スポーツ振興課 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

【スポーツ振興係】 スポーツ推進委員、各種スポーツ大会開催、社会体育施設の維持管理に

関すること等。 

【 Ｂ ＆ Ｇ 係 】 宇城市体育協会三角支部、社会体育施設（Ｂ＆Ｇ，三角の施設）の維持 

管理に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

スポーツ  

振 興 係 

松橋・不知火地区体育施設維持管理・運営に関する 

業務 有効性・効率性 

資産の保全、法令遵守 小川地区体育施設維持管理・運営に関する業務 

豊野地区体育施設維持管理・運営に関する業務 

宇城市体育協会に関する業務 
有効性・効率性   

法令遵守 

総合型地域スポーツクラブに関する業務 

有効性・効率性 学校部活動社会体育移行に関する業務 

指定管理者制度導入に関する業務 

Ｂ＆Ｇ係 三角地区体育施設維持管理・運営に関する業務 
有効性・効率性 

資産の保全、法令遵守 

 

（３）事務事業の主な実績 

  ＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○不知火地区体育施設指定管理業務 

平成２９年４月１日    

～平成３１年３月３１日 

※２年契約 

○観音山、稲川グラウンド施設整備等管理

業務 

平成３０年４月１日 

～平成３１年３月３１日 

 

 ＊工事 

工事名 工期 完了検査日 

○岡岳グラウンド整備工事 
平成３１年１月１５日  

～平成３１年３月１５日 
平成３１年３月２６日 

○農業者トレーニングセンター

アリーナ天井災害復旧工事 

平成３０年３月２６日 

～平成３０年６月２９日 
平成３０年７月１２日 

○三角Ｂ＆Ｇ海洋センター 

非構造部材等改修工事 

平成３０年１０月１５日  

～平成３１年３月２０日 
平成３１年３月２７日 
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＊体育施設の利用状況                

地区名 施設数 延べ利用者数 

三角地区 ２０ ７１,８９７人 （  ６４,８８９人） 

不知火地区 ９ １４９,２０１人 （１３６,５８３人） 

松橋地区 １３ １８２,１３８人 （１１２,６４５人） 

小川地区    １０ １２３,５０７人 （  ７７,８０４人） 

豊野地区   ７ ４７,７２４人 （  ３５,１０５人） 

 合 計 ５９ ５７４,４６７人 （４２７,０２６人） 

                     ※（ ）は小中学校を除く 

 

 ＊宿泊施設の利用状況 

施設名 延べ利用者数 

観音山ふれあいの里 １,３００人 

ふれあいスポーツセンタークラブハウス ２１,３８８人 

 

（４）監査の結果 

■改善を要するもの 

○体育施設維持管理に関するマニュアルについて（法令遵守） 

    ・「現金取り扱いにおける個別マニュアル」について、内容の修正が必要な箇所があった。

見直しをされ、課内における情報共有強化を図られ体育施設の適正な維持管理に努めら 

れたい。 

 

■その他の意見 

○小学校部活動社会体育移行について（有効性・効率性） 

    ・平成３０年度の重要課題であった小学校部活動（運動部）の社会体育への移行がおおかた

出来ている。引き続き社会体育組織の支援・育成に努められ子ども達のスポーツ活動の充

実を図られたい。 

 

○自動販売機の設置許可について（法令遵守）     

・自動販売機の設置許可伺いに「社会福祉団体について販売手数料は無償とする」との記載

があったが、その経緯が分からなかった。宇城市自動販売機設置許可事務取扱要綱第７条

で「市長は、その販売品目・実績等を総合的に勘案し、設置者と合意の上、別途販売手数

料を徴収することができる」と定めてある。無償とするに至った経緯を記載されたい。 
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２０ 教育部中央図書館 

（１）所管事務 

   ２係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

   【総務係】 図書館協議会、図書館の維持管理に関すること等。 

【庶務係】 図書館事業の企画、立案及び指導、学校・団体等への読書サービス、図書館資料

の閲覧及び貸出に関すること等。 

 

（２）監査対象事務事業 

係名 事務事業名 着眼点 

総務係 

移動図書車及び移動図書業務 有効性・効率性 

図書館維持管理運営事業 
有効性・効率性 

資産の保全 

庶務係 

図書館奉仕作業 

有効性・効率性 子どもの読書活動推進及び支援事業 

図書館広報活動事業 

 

（３）事務事業の主な実績 

 ＊子どもの読書活動推進及び支援 

内容 実績 

○童話発表大会の開催 
・予選会出場者   ８６人 

・宇城市大会出場者 １８人 

○読書感想画コンクールへの出品 １２５点 

 

 ＊図書館の利用状況 

図書館名 
延べ利用者数 延べ貸出冊数 

平成２９年度 平成３０年度 平成２９年度 平成３０年度 

三角分館 ７,８６７人 ８,２２２人 ４３,１２６冊 ４４,８７１冊 

中央図書館 ２４,４７７人 ３２,５００人 １５０,１６５冊 １９５,６１６冊 

松橋ブックサービス １９５人      ９５人     ４２２冊 １０１冊 

小川分館 １９,０６９人 １６,４７０人 １０５,４１３冊 ８９,３８３冊 

豊野分館 ５,７６０人 ４,０１０人 ２９,２１７冊 ２０,７４６冊 

移動図書館 ７,３７２人 ６,１９９人 １８,９５１冊  １４,７７８冊 

    合計 ６４,７４０人 ６７,４９６人 ３４７,２９４冊 ３６５,４９５冊 

 

（４）監査の結果 

 ■その他の意見 

   ○図書館奉仕作業について（有効性・効率性） 

    ・絵本読み聞かせボランティアが少なく新たな人材が必要とのことであった。乳幼児の情 

操教育向上を図るため、今後小学校及び地域ボランティア団体等との連携強化を図られ、

新たなボランティアの育成及び更なる加入促進に取り組まれたい。 
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２１ 小川支所 

（１）所管事務 

   総合窓口課に２係、経済課及び建設課に各１係があり、主な所管事務は次のとおりである。 

○総合窓口課 

【総務係】 支所庁舎等の財産の管理、自治会、防災、消防団、防犯、交通安全対策に関す 

ること等。 

【窓口係】 住民、戸籍及び印鑑、国保年金、後期高齢者医療、税務、収納、地籍、衛生環

境、健康福祉に関すること等。 

   ○経済課 

【経済係】 農業の振興、農業諸団体の育成、農産物の生産及び流通改善、有害鳥獣の駆除

に関すること等。 

   ○建設課 

【建設係】 道路、橋梁の設計、施工及び監督、道路、橋梁及び河川の維持管理に関するこ

と等。 

 

（２）監査対象事務事業 

課名及び係名 事務事業名 着眼点 

総合窓口課 

総務係 

財産管理業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

小川支所管理運営業務 

消防施設等に関する業務 

交通安全対策、交通安全施設の設置整備及び修繕業務 

行政区及び嘱託員に関する業務 

有効性・効率性 

信頼性・公平性 

宇城市消防団小川方面隊に関する業務 

防災及び防災行政無線に関する業務 

防犯対策、防犯灯の設置整備及び維持管理業務 

防犯灯設置費等補助金交付事務 
有効性・効率性 

法令遵守 

経済課 

経済係 

ビジネスサポートセンター施設管理運営業務 有効性・効率性 

資産の保全 海東地区農村コミュニティ施設管理運営業務 

用排水整備事業 有効性・効率性 

建設課 

建設係 

市が管理する道路の維持管理業務 

有効性・効率性 

資産の保全 

市が管理する河川の維持管理業務 

市が管理する道路の改良事業 

市が管理する河川の改良事業 

公共土木施設災害復旧事業 

市営住宅維持管理業務 
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（３）事務事業の主な実績 

  ＊防犯灯設置費補助 

内容 実績 

○行政区防犯灯設置費補助 
（対象基数）１３基 

（補 助 額）２５０千円 

 

＊業務委託 

委託業務 委託期間 

○住吉主線防安金道路測量設計業務 

※平成２９年度繰越分 

平成３０年４月９日    

 ～平成３０年１２月２５日 

 

  ＊工事 

工事名 工期 完了検査日 

○旧小川支所解体工事 
平成３０年６月２５日   

～平成３１年１月１１日 
平成３１年１月２２日 

○小川支所前駐車場解体

工事 

平成３１年１月２１日  

～平成３１年３月２０日 
平成３１年３月２７日 

○小川地区行政区管理 

ＬＥＤ防犯灯交換工事 

平成３０年１０月２９日 

～平成３１年２月７日 
平成３１年２月１５日 

○東小川環線道路維持 

（舗装）工事 

平成３０年６月４日  

～平成３０年１０月２２日 
平成３０年９月２６日 

○北小野・出村線道路改良

工事 

 ※平成２９年度繰越分 

平成２９年１２月１８日 

～平成３０年９月１０日 
平成３０年９月１９日 

○北小野・出村線道路改良

工事 

 ※平成３０年度契約分 

平成３０年１２月１０日 

～平成３１年３月２２日 
平成３１年３月２８日 

○住吉主線道路改良工事 
平成３１年１月２１日  

～平成３１年３月２２日 
平成３１年３月２８日 

 

＊施設の利用状況 

施設名 延べ利用者数 

海東地区農村コミュニティ施設 ４,２７４人 

小川ビジネスサポートセンター ２,６８４人 

 

（４）監査の結果 

  ■指摘事項等 なし 
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２２ 現地調査 

 

① ビジネスサポートセンター【小川支所経済課】 

  ■指摘事項等 なし 

 

② 金桁温泉施設整備【三角支所経済課】 

  ■指摘事項等 なし 

 

③ 長崎久具線道路整備【土木課】 

  ■指摘事項等 なし 

 

④ 防災拠点センター施設整備（豊野）【防災消防課】 

  ■指摘事項等 なし 

 

⑤ 災害公営住宅整備（曲野中村、響原）【都市整備課】 

  ■指摘事項等 なし 


